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◆携帯電話会社の表記について  
 本論文では、携帯電話サービスを提供している主要 3 社は、現在の組織形態になるまで
に、複数の会社を吸収合併し、名称の変更を経てきているが、そうした事情を明確にする
必要がない限り、以下のように表記する。  
  ・NTT ドコモ  ・KDDI au  ・ソフトバンクモバイル  
 なお、KDDI au は、携帯電話サービスを行う会社組織としては KDDI であり、その携
帯電話サービスの名称が au である。社会的には au という呼称が定着していると判断し、




第 1 章 序論・問題の設定 
 























































































                                                  
1 東京電話アステルの登録商標であったが、その後、株式会社鷹山（後の YOZAN）が継承。現在ではゲ
ームソフトメーカーのビジュアルアーツが保有している。 






























                                                  
3  Technological Momentum は、直訳すれば「技術的運動量」ということになるが、ヒューズの主張を  











































第 2 節 本論文の構成  
 
 本論文では、以下の順で検討を行う。  












































 最後となる第 9 章では、本研究の全体を概観し、研究の意義について再確認するととも
に、研究についての今後の課題についてのまとめを行う。
                                                  
[章末注 ] 























































































































































































































































の体制に組み込まれていったかを論じた 1969 年の論文（ヒューズ ,1969:106）の中で使
われたのが初めてといわれている。  

















 なお、日本語の「慣性」に対する英単語としては inertia があるが、Hughes の論文に
は inertia と momentum の双方が登場しており、頻度は圧倒的に momentum が多い。





























考え方を総括的に述べたものに、 1998 年の著作「 Rescuing Prometheus－ Four 
Monumental Projects that changed Modern World」がある。ここで取り上げた４つの
プロジェクトとは、SAGE、Atlas、ARPANET、Central Artery/Tunnel（以下 CA/T）
である。これら 4 つのうち、SAGE、Atlas、ARPANET は軍事的要請に基づいたもので
あるが、CA/T は都市計画に関するものである。  
以下では、SAGE、Atlas、CA/T の３つを取り上げ、「大規模技術システム」を検証する。  
SAGE とは Semiautomatic Ground Environment の略称で、半自動防空システムと














多数関与し、特に MIT が大きな役割を果したことが述べられている。  
この状況を述べた節のタイトルは「The Cold War and Technical Momentum」（ヒュ
ーズ ,1998,16-17）となっており、「工学的な慣性」もミサイル開発の上で影響したと述
べている。この Technical Momentum という表現は、ヒューズの著作には、あまり使わ





2 つ目の事例 Atlas とは 1954 年に開始された大陸間弾道ミサイル（ICBM）開発のプ
ロジェクト名であり、その結果として登場した米国空軍初の ICBM の名称でもある。  






この事例においても、ヒューズは Conservative Momentum という節を設けている。









少なくとも 6 年遅らせた。この惰性（ inertia）あるいは現状維持的な慣性（conservative 
momentum）は、制度とハードウェアから成り立っている。」（ヒューズ , 1998:77）と記
述している。  
3 つ目の事例は CA/T であるが、これは「中央幹線道路とトンネル」と訳されるよう
に、米国東海岸のボストンにおけるトンネルを含む幹線道路建設プロジェクトである。 
この事例が SAGE や Atlas の事例と異なるのは、工学的あるいは技術的な課題を含ん
でいるだけでなく、むしろ本質的には政治的、社会的、さらには環境に関係する課題で






しばしば”オープンシステム”と呼ばれる。（ヒューズ ,1998:197）  





互に影響し合い複雑さにおいては、SAGE や Atlas の場合を遥かに凌いでいる。特に住
民が直接的な関係者となったことや環境保護の流れが出来つつあった時代背景もあり、
合意形成に時間を要する結果となった。  
なお CA/T の事例では、momentum という言葉はただ 1 度だけ使われている点が注目
される。それは次の個所に見出される。すなわち、「1990 年末までには CA/T プロジェ

















その後、1970 年代、1980 年代の著作では、technological momentum という表現では
なく momentum が単独で使われている。おそらく、ヒューズは 1969 年という研究活動
の比較的早い段階で「技術的慣性」という概念を着想したものの、その後、多くの事例
分析を重ねてゆく中で、ようやくこの概念に対し確信を持つに至ったためではないかと
思われる。それでは momentum は、どのような文脈で単独で登場するのであろうか。  









いるが、3 人それぞれが残り 2 人の関与する分野についても理解していた。その意味で
は「エジソンは発明家で起業家、インサルは管理者で起業家、ミッチェルは投資家で起




























ズ ,1983:140）と説明している。  
 また、1989 年の著作「American Genesis」では、19 世紀末から 20 世紀初頭にかけ
て急速に工業化が進むアメリカにおいて注目すべき技術革新の事例を詳細に論じてい
る。例えば、海軍を中心とした軍備拡張を論じている項では「海軍の軍備増強競争は慣















 この著作では、最終章である第 9 章のタイトルは「反体制文化と慣性」（下線は筆者）
となっており、その章の「慣性」という節には「技術の新しい形態を擁護していた人々







の事態や大惨事がきっかけになるとして、1979 年のスリーマイル島原発事故と 1986 年
のスペースシャトル「チャレンジャー」の爆発事故を取り上げている。  
 なお、物理現象に付随する惰性を意味する inertia の使用例は、運動量を表す









































技術システムは、SAGE や Atlas などような技術事象に付随する技術的慣性を持ち難い
と考えるのが妥当であろう。このように捉えるならば、CA/T の記述に momentum とい











                                                  
[章末注 ] 
A Law,J.,Hassard,J.,『Actor network theory and after』などがある。  
B Gay,P.du,他「Doing Cultural Studies: The Story of the Sony Walkman」による。  
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 この経路依存に関しては Paul L. David（デイビッド）が論じたキーボードのキー配列
に関する議論（デイビッド ,1985:332-337）がよく知られている。今日のパソコンの主な入
力装置の一つとなっているキーボードのキー配列は、19 世紀半ば過ぎに発明されたタイプ










“理想的な”キーボードと称された DHIATENSOR 配列では、この 10 文字で英文の 70%
以上の文字をカバーするといわれるキー配列も登場した。さらに、August Dvorak（ドヴ







世紀となった現在でも QWERTY 配列が主流の座にあるのはなぜであろうか。  
 デイビッドが発明した QWERTY 配列のタイプライターはその後も改良を重ねたものの、







































































生じているが、詳細については第 6 章で論じる。  
 



























































































































































































件数は 1899 年に 1 万を超え、1910 年に 10 万超、1939 年に 100 万超、1968 年に 1,000
万超、1989 年に 5,000 万超と増加してきたが 1998 年に 6,322 万を記録Aした以降は減
少を続けている。  
 図表 1 は、日本における固定電話サービス開始以後、今日までの契約件数の推移を、
ほぼ 5 年毎の間隔で示したものである。図表から分るように、日本では固定電話の普及
が本格化するのは、第 2 次大戦後の経済高度成長期以降であることが分かる。  








【図表 1】固定電話の契約件数の推移  
 
（注）「日本人とてれふぉん」NTT 出版、および NTT 東日本の Web サイトに示されたものを用い
て作成。サービス開始の 1890 年を起点として、以後 5 年毎の値をプロットしているが、1895 年、1915
年~1935 年、1945 年、1959 年のデータはないため、その前後の値で補完して作成。なお、1988 年
以後は INS（サービス総合デジタル網）を利用した固定電話も含む。  
 
3．船舶電話と列車公衆電話 














 こうして、無線を利用した電話サービスが次第に社会に根付いていった。  
 
4．自動車電話と携帯電話 











電信電話株式会社（NTT）となり、翌年の 1985 年に NTT は、自動車電話を車から取り
出して使えるショルダーフォンを発売する。電池を内蔵しているため、その重量は 3kgB
もあった。1987 年になると、NTT は本格的な携帯電話サービスを開始する。当時発売

































点と言える電話機が 1980 年代後半に登場する。しかし、その端末は重さが 3 ㎏であっ



















































17.8cm、26.5cm のものがあり、それぞれ 3 号、5 号、7 号、10 号と呼ばれていた。こ
の記録媒体であるテープの巻取りリールのサイズからも分かるように、電子回路にトラ

























的に世の中に普及する。第 1 号機発売から 10 年後の 1989 年には累計で 5,000 万台突破、
13 年間で累計 1 億台を超え、1995 年には累計で 1 億 5,000 万台に達している。  


























カセットの後継メディアとして MD は開発されたが、MD プレーヤーが発売されたのは

























影響したと思われる主な事象との対応を図表 2 に示す。  
４９ 
 
【図表 2】 携帯電話（PHS 含む）の普及率推移と関連事象  
 
（注）総務省、情報通信統計データベースより作成。2010 年度のみ 9 月末現在のデータ。  
 また、着メロ、着うた、着うたフル、およびパケット通信料定額制の 4 項目について、それぞれ年  
表記に幅があるのは通信事業会社により開始年が異なるためである。  
 
図表 2 から分るように、PHS を含む携帯電話は第 2 世代携帯電話が 1993 年に登場して
以降、急速に普及が進んでいる。そして普及率が 30％に達した 1997 年以後、若干普及の
速さは鈍化の兆しを見せるが、1997 年から 2002 年にかけて毎年のように、携帯電話ユー
ザーが惹きつけられる機能やサービスが実現している。2003 年から 2009 年にかけては、
普及速度は鈍化するものの、ほぼ一定の割合で進み、普及率が 90％超となる段階まで進ん
でいる。  





【図表 3】携帯電話（PHS 含む）の対前年同月増加率の推移  
 
（注）総務省、情報通信統計データベースより作成。2010 年度のみ 9 月末現在のデータ  
 これを見ると、普及過程では 2 度の山があることが分かる。一つ目は、第 1 世代携帯電
話の小型化が急速に進んだ 1989 年、二つ目は、第 2 世代携帯電話が本格的に登場するよ




第 2 の山である 1995 年には、加入者は約 3800 万人と大きく伸びている。ただ、図表 2
との関連で見ると、携帯電話会社間の競争の激化と端末の売り切り制により、利用料金の
低下が普及促進に大きく弾みをつけたと考えられる。図表 4 に利用料金の推移を示す。  
【図表 4】携帯電話 月額基本使用料の推移  
 
（注）平成 22 年版情報通信白書を元に加工。NTT ドコモの標準的プランで比較。  
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図表 3 に示された傾向から、この 20 年余の期間は 4 つの期間に区切ることができる。
すなわち、1988 年~1992 年の第 1 期、1993 年~1995 年の爆発的な普及が進む第 2 期、1996
年~2001 年に至る普及の減速が顕著な第 3 期、そして増加率が 10%を割り込む 2002 年以







この事態を前に図表 2 に示した、着メロ、 i モード、写メールなど各種の普及促進策が具
体化された時期といえる。  










要した期間はわずか 14 年間である。この 14 年という期間が、メディアの普及過程として
は短期間と見なしてよいかどうかを検証するため、他の主要製品の普及状況との比較を行
ったのが、図表 5 である。  
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した。なお、ビデオカメラについては 1969 年～1973 年はデータなし。  
 
















そして PHS サービスのウィルコムの 5 社5であるが、NTT ドコモ、KDDI au、ソフトバ
ンクモバイルの 3 社で全契約件数の 9 割強を占めている。これら 3 社につながる会社は、
1990 年では、NTT 中央通信および各地域移動通信会社、第二電電（DDI）、日本移動通信
（IDO）、東京通信ネットワーク、関西セルラーおよび各地域セルラー、日本テレコムがあ





アナログ方式の第 1 世代であったが、1993 年にデジタル方式の第 2 世代の携帯電話が登
場し、携帯電話でも電子メールなどのデータ通信が可能になった。2001 年には、より高速
のデータ通信が可能な第 3 世代携帯電話が登場する。通信方式は、第 2 世代では日本固有
の PDC 方式6であったが、第 3 世代では W－CDMA と CDMA20007という国際標準の 2
方式が採用された。  
第 2 の特徴は、携帯電話の小型軽量化が進んだことであった。そのきっかけとなったの
は、1989 年に関西セルラ （ー現  KDDI au）が発売した米国モトローラ製の当時世界最小・
最軽量の MicroTAC（重さ 310g）Eであった。当時の国産機種に比べ、そのコンパクトさ
やその軽さはまさに携帯向きであった。現在では、大半の携帯電話の重さは 100g～150g、
大きさは縦 100mm～120mm、横 50mm 前後、厚さ 10mm 前後となっている。  
第 3 の特徴は、通話以外のサービスが多数登場し、もはや「電話機」という枠では論じ
られないメディアになったことである。  
                                                  
5 ここでは , KDDI au, ソフトバンクモバイルはそれぞれグループ名を表し KDDI au は KDDI 地域会  
社 9 社と沖縄セルラー電話 (株 ), ソフトバンクモバイルはソフトバンクモバイル地域会社 9 社から ,  
それぞれ構成されている。  
6 PDC 方式とは、Personal Digital Cellular と呼ばれる第 2 世代携帯電話用の通信方式を指す。電波  
利用効率の高い方式として NTT ドコモ開発したが、海外への売り込みや特許の利用許可を行わなか  
ったため、世界的には日本固有の方式となった。  
7 W－CDMA と CDMA2000 は、第 3 世代移動通信システム「 IMT-2000」の規格案として ITU（国際  
電気通信連合）に提案された通信方式。W－CDMA は、NTT ドコモや Ericsson など日欧の通信事業  
者が開発、CDMA2000 は米国 QUALCOM（クアルコム）などを中心とした通信事業者団体 CDG が  
開発した。両方式とも核となる技術は共通しているが、日欧対米国という構図の中で両方式とも標準  
として採用された。日本では、NTT ドコモとソフトバンクモバイルが W－CDMA 方式を、KDDI au 




字よる情報交換のツールに進化させた。また、NTT ドコモが 1999 年から始めた i モード
サービスや、1998 年の IMT-2000 企画（現ソフトバンクモバイル）による「着メロ」の配



















◆規制緩和が促した第 2 世代携帯電話の普及  





                                                  












例えば、平日昼間に市内加入電話に 3 分間かけたときの料金は、1994 年を基準にする
と 2 年後の 1996 年末には、NTT ドコモで約 50％に、KDDI au が 60％弱に、ソフトバン
クモバイルが 70％弱に低下しているH。利用者の経費負担の軽減につながる各種の規制緩














 これら SMS や E メールは文字を主体としたメッセージの交換に利用されるが、ユーザ
                                                  

























に、通話は 2006 年以降「1 日の平均通話時間が 10 分未満」の比率が漸減傾向を示してお








【図表 6】 通話・メールの利用頻度低位者の割合の推移  
 
（注）「ケータイ白書 2005」～「ケータイ白書 2011」の各資料をもとに作成。調査月は  


























た。夏野は 1997 年 9 月の社内ミーティングにおいて基本コンセプト原案を提示し、その
中で生活インフラについて次のように述べている。  











オ」（夏野 ,2000:116）という形で提示する。この考えに沿って、1999 年 2 月 22 日の i モ









【図表 7】 i モードサービス開始時のコンテンツ・プロバイダ一覧  
項 目  主なサービス内容  ｻｲﾄ
数
社  名  
モバイル･バンキング  残高照会 ,入出金明細 ,振り込み ,振替 ,各種情報  21 
あさひ銀行 ,伊予銀行 ,大垣共立銀行 ,北日本
銀行 ,紀陽銀行 ,さくら銀行 ,札幌銀行 ,三和
銀行 ,滋賀銀行 ,住友銀行 ,スルガ銀行 ,第一
勧業銀行 ,大和銀行 ,東海銀行 ,東京三菱銀
行 ,西日本銀行 ,肥後銀行 ,広島銀行 ,福岡シ
ティ銀行 ,福岡銀行 ,富士銀行  
モバイル・トレーディング  株価情報 ,市況情報 ,売買注文  2 大和証券 ,」日興証券  
クレジットカード  優待情報 ,請求金額情報  4 ジェーシービー ,住友クレジット ,ディーシーカード ,ユーシーカード  
生命保険情報  各種手続き案内 ,商品情報  5 住友生命保険 ,第一生命保険 ,日本生命保険 ,明治生命保険 ,安田生命保険  
エアライン情報  空席照会 ,チケットレス予約 ,マイレージ照会  3 全日本空輸 ,日本エアシステム ,日本航空  
ホテル予約  空室照会 .予約  2 JTB,プレコ  
格安旅行情報  格安旅行情報検索 ,予約  1 オープンドア  
乗換案内  乗換経路案内 ,レストランガイド  2 JR 東日本企画 ,東芝駅前探検倶楽部  
ニュース・スポーツニュー
ス  一般ニュース ,スポーツ・芸能ニュース  5 
朝日新聞社 ,時事通信社 ,北海道新聞社 ,毎日
新聞社 ,読売新聞社  
株価情報  株価情報  1 日本テレメディアサービス  
天気予報  天気予報  1 ウェザーニューズ  
チケット情報  コンサート情報検索 ,予約  3 チケットセゾン ,ぴあ ,ローソンチケット  
賃貸不動産情報  賃貸物件検索  1 エイブル  
モバイル・レシピ  料理名 ,レシピ  2 味の素 ,大阪ガス  
カラオケ  カラオケ曲検索 ,店舗検索 ,新曲検索  1 第一興商  
FM 局情報  曲名検索 ,番組情報 ,ヒットチャート情報  2 FM802,J-WAVE 
書籍販売  書籍検索 ,購買 ,ベストセラー情報  1 紀伊国屋書店  
辞書  英和・和英・国語辞典 ,歳時記 ,大辞林 ,類語辞典  1 三省堂  
ゲーム  オンラインゲーム  1 バンダイ  
タウン情報  レストランガイド ,映画館情報  2 イエローページ ,ベイエリア  
占い  占い  3 アニモ ,INDEX,テレシスネットワーク  
タウンページ  地域別タウンページ検索  1 NTT 
その他  サーフィン情報  2 FM ちゅうおう ,サイバード  
（注）夏野剛「 i モード・ストラテジー 世界はなぜ追いつけないか」p.246 より。  
こうして始まった i モードは、普及が進みつつあった携帯電話に、新たな特徴を付加し
人々に広く受け入れられ、今日に至っている。この i モードの成功要因について NTT は、
その社史 Iの中で、以下のように分析している。  




























とのバランスを考えた「絶妙の金額」が 300 円という金額である。  
いずれにせよ、携帯電話をポータルとして展開された i モード上の『人との連絡』、『情
報の検索』、『情報の収集』、『商品・サービスの購入』に関するサービスは、生活に密着し




【図表 8】 NTT ドコモの契約数・ i モード契約数・契約率の推移  
 



















 i モードは NTT ドコモのサービスであるが、KDDI au（当時 DDI セルラー・IDO）が






























◆切迫した状況下で登場した第 3 世代携帯電話  
 1990 年代半ば以降、急速に普及しつつあった携帯電話は第 2 世代携帯電話であったが、





格争いが始まっていた。NTT ドコモは、後に世界標準の一つとなる W-CDMA 方式の研究







 一方、米国では携帯電話用半導体チップメーカーのクアルコムが CDMA2000 方式を押
していた。最終的には国際電気通信連合（ITU）の作業部会において、この CDMA2000
と W-CDMA の 2 方式が第 3 世代通信方式として採用された。いずれの方式も、技術的な
基本部分は共通しているものの通信チャンネルの構成などに違いがある。NTT ドコモは
W-CDMA 方式がグローバルな規格になることで、国内ユーザーへのアピールだけでなく、
海外進出の足掛かりになるとの判断をしていた。事実、NTT ドコモは 1999 年から 2000
年にかけて、英国、米国、オランダ、台湾、香港などの通信会社に総額で 1 兆 9,000 億円
という多額の投資を行った。しかし、この投資は、2000 年末のテレコム・IT バブルの崩
壊で 1 兆 5,000 億円の損失処理を行う結果になる。こうした状況もあり、全社をあげて第
3 世代通信方式携帯電話を早期に世に出し、優位性をアピールする必要に迫られていた。  
 W-CDMA 方式の第 3 世代携帯電話を世に出すに際し、NTT ドコモは W-CDMA 方式に
よるサービスを FOMA（Freedom Of Mobile multimedia Access）1 0というネーミングで
                                                  
1 0 FOMA サービス開始当初には , ベストエフォート型によるパケット通信サービスで , 下り 384kbps, 
上り 64kbps のデータ通信が可能であった。  
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を 2 個持つように呼びかけざるをえなかったのである。  







ール」で急速にユーザーを獲得しており、NTT ドコモとしては FOMA は絶対に負けられ
ない案件でもあった。  
こうした技術面での困難を解消し、 i モードの第 3 世代携帯電話対応に目途がつくとユ
ーザーも第 3 世代携帯電話への乗り換えが進むようになった。  
図表 9 に携帯電話各社の契約件数と契約件数に占める第 3 世代携帯電話の比率の推移を
示す。なお、棒グラフは契約件数を、折れ線グラフは、契約件数に占める第 3 世代携帯電
話の割合を表している。  
図表 9 から分るように、NTT ドコモはサービス開始が最も早かったものの、前述したよ
うな事態を抱えていたため、当初は思うように第 3 世代携帯電話への移行が進まなかった
ことが読み取れる。一方、NTT ドコモに遅れること１年で第３世代携帯電話を提供し始め
た KDDI au では、NTT ドコモよりも遥かに早い速度で第３世代携帯電話への切り替えが  
６５ 
 
【図表 9】 携帯電話加入件数と第 3 世代携帯電話の比率の推移  
 
（注）社団法人電気通信事業者協会のサイト（http://www.tca.or.jp/）に示されたデータから作成。  
なお、図表でソフトバンクモバイルと記載した部分は、2001 年、2002 年は J フォン、2003 年～
2005 年はボーダフォンを指しており、KDDI au にはツーカー分も含む。また、W-CDMA 方式を
採用したのは、NTT ドコモのほか、ソフトバンクモバイル、EMOBILE の 3 社で、KDDI au の







らは急速に追い上げている。EMOBILE は 2007 年から通信事業に新規参入したが、既に
既存 3 社は第 3 世代携帯電話へ移行が進みつつあったため、サービス開始当初から全て第
3 世代携帯電話となっている。  









 以上、図表 2 に示された主な事象と普及過程の関連を見てきたが、以下では直近 6 年間
の携帯電話利用項目の推移を元に、携帯電話とユーザーとの関係を検証する。  
 図表 10 に直近 6 年間の携帯電話利用の主な項目の推移を示す。  
【図表 10】 携帯電話で利用する項目の利用率推移（数値の単位は％）  
 
（注 1）順位は直近 2009 年での利用度の高い順で、表の斜線部分は選択項目がなかったことを示す。  
















 利用状況の分散化を確認するために、図表 10 の各年の 1 位から最下位までの利用率を
折れ線で示し、各年の状況を比較したのが図表 11 である。  
【図表 11】 各年の 1 位～最下位の項目の利用率  
 
 この結果を見ると、前半 3 年は、選択項目が後半 3 年に比べやや少ないという事情はあ
るものの、1 位の値は非常に高く、以下急速に最下位へと利用率が落ちている。これに対

















る。そして、写真撮影だけでなく QR コード1 1の読み取りにも利用されている。また、カ
メラ機能は静止画だけでなく動画撮影も可能になっているため、利用場面が広がっている。 
 カメラ機能を追うように利用が伸びているのは「ワンセグ放送受信機能」である。ワン









2008 年 4 月からは独自放送も可能になっており、新たなチャンネルが開設されると、携
帯電話のワンセグ放送受信機能の利用頻度は一層高まると予想される。  
 次に、最近 6 年間のカメラ機能、ワンセグ放送受信機能の利用率、ワンセグ放送受信機
能付き携帯電話保有率の推移を図表 12 に示す。  
 カメラ機能の利用率は、2005 年から 2006 年にかけて急上昇し以降 90％前後という高
                                                  
1 1 白と黒のドットを並べた 2 次元コードのことで、1994 年に日本電装（現（株）デンソーウェーブ）  






【図表 12】 カメラ機能、ワンセグ放送受信機能の利用率・ワンセグ携帯電話保有率  
 
（注）「ケータイ白書 2005」～「ケータイ白書 2010」の各資料をもとに作成。  

























 １．普及初期段階で実施された規制緩和策（端末売切り制、市場原理による料金決定）  
 ２．通信方式のデジタル化と第 3 世代携帯電話への移行によるデータ通信の高速化  
 ３．魅力的コンテンツの提供（着メロ、着うた、着うたフル）  
 ４．携帯電話の全面的なネット端末化（ i モード等）と多様なメニュー提供  
 ５．ユーザーの直接的ニーズへの対応（デジタルカメラ機能、ワンセグ放送受信機能）  








                                                  
[章末注 ] 
A NTT 東日本 Web サイト、データブックより。  
B モバイル社会研究所「Mobile Society Review 未来心理」Vol.4 より。  
C ソニー（株）Web サイト , SONY HISTORY より。  
D ソニー（株）歴史資料館 Web サイトより。  
E モトローラ（株）（会社案内 2003）Web サイトより。  
F 総務省情報通信政策局「通信利用動向調査報告書世帯編」より。  
G 同上資料より。  
H 消費者庁 公共料金（電気通信料金）のサイト資料より。  
I 日本電信電話株式会社「NTT グループ社史 (1995～2005)」Web サイト ,pp.86-87 より。  

























 技術と社会の共進化に関し、J.Stewart（スチュワート）と R. Williams（ウイリアムス）
は、マルチメディア技術を対象に、その進化過程の分析のために 3 層モデル（スチュワー
ト ,1988:9-12）を提示している。彼らの 3 層モデルでは、要素技術層（ component 






























（technology ecosystem）” （アドマビシャス ,2007:185-202）を提唱している。そこでは、
技術の生態系の中で演じられる３つの役割に注目している。すなわち、ここでの役割とは、
要素（component）、製品とその応用（products and applications）、支援と基盤（support 
and infrastructure）である。これらの役割を想定することで、多様な相互依存性を持つ
技術システムをうまく記述できるとしている。こうした技術の３つの役割は、スチュワー






（component）、製品とその応用（products and applications）、支援と基盤（support and 
infrastructure）のそれぞれの現在の状態を C、P、I、それぞれの将来の状態を C*、P*、
I*と略記すると、９つの経路として、C→C*、P→C*、
I→C*、C→P*、P→P*、 I→P*、C→ I*、P→ I*、 I
→I*、が想定される。これらを  











呼ばれている IC の集積度（結果的に処理能力）が 18 ヵ月毎に 2 倍になるという経験則が
有名である。初期の IC では、電子回路の機能に対応して、それぞれ個別的に IC が作られ
たが、技術の進展に伴い、１つの IC に複数の IC の機能を実現した高集積度の IC へと進
化してゆく状況を表している。携帯電話に関連する事象としては、デジタルカメラ付携帯

































                                                  




った Web ページを作成できる。  








カラー画面の採用となり、その後の液晶や有機 EL1 4技術の発展に伴い、表示色も当初 16








例えばデジタル音楽の分野では、個別製品であった CD プレーヤーと MP プレーヤー1 5は、











                                                  
1 4 電圧をかけると発光する物質を利用したディスプレイのことで、発光体に有機物質を使うことから  
有機 EL と呼ばれる。このディスプレイは、低電力で輝度が高く、視認性、応答速度、消費電力、  
耐久性に優れ、さらに非常に薄くすることができ、今後利用が拡大すると予想されている。  
1 5 半導体メモリに記録された MP3 形式のオーディオファイルを再生する携帯機器のことで、可動部  
品がないため、音飛びもなく、目的の音楽ファイルなどの選択が迅速にできる。  









 また、FeliCa1 8のような非接触型 IC チップ内蔵のカードの登場により、コンビニやス
ーパーなどでの支払いに利用され、電子マネーとして機能するようになってきている。さ
らに、IC カード乗車券としても利用範囲が広がっており、決済や個人認証など IC カード
が新たな社会のインフラとして定着しつつある。こうしたことを反映して、携帯電話に





①  C→I* 
 これは新しい要素技術の登場が、新たなインフラやサポート技術の創造を促す新たな標
準化を生じさせることを指している。この例としては、物流の管理などで近年導入が進む








                                                  
1 7 Skype Technologies 社が開発し公開している音声通話ソフトで、現在ではビデオ通話も可能になっ
ている。技術的にはネットワークに接続された端末間で相互に直接接続する方式（P2P 方式）を利
用している。データを送受信する有料版では既存の電話網への音声通話が可能。  
1 8 FeliCa（フェリカ）はソニーが開発した非接触 IC カード技術で、樹脂製カードに不揮発メモリと
無線通信チップを内蔵し、読み取り端末にかざすと、読み取り端末からの発信電波で電力を受け取
り動作する。セキュリティ機構を備え、複数種類のデータを管理できるため、定期券、身分証、電
子マネーなどの機能を 1 枚で実現できる。この FeliCa を携帯電話でも使えるようにしたのがモバ






























                                                  
















る。」（アドマビシャス ,2007:199）とし、やや距離を置いた態度をとっているように見える。  






 なお、アドマビシャスらによって示された 3 層モデルにおける同一層内での技術の革新












においても、この 3 層モデルに準拠し次節で携帯電話を巡る事象のさらなる検証を行う。 
 























































本と同じく携帯電話先進国といわれている韓国において 1990 年代に見られる。  
                                                  































 持ち歩ける電話のルーツとなった機器は、1985 年 4 月に日本電信電話公社が民営化さ




車載兼用型であり、その重さは約 3kg もあった。1988 年 5 月には改良型の 101 型が登場




料Aによれば、1987 年 4 月に登場した携帯電話 TZ-802 型が実質的に初代携帯電話に相当
する。この機種は、重さが約 0.9kg、サイズは高さ 120mm、幅 42mm、長さ 180mm、つ
まり体積が 907.2cc、電池寿命は充電 10 時間で、連続通話が約 60 分、連続待ち受けが約
6 時間となっている。重さについては、相当程度軽量化が進んでいるが、サイズについて
は今日の携帯電話と比較すると実用レベルとはいえない。当時は、携帯電話に関する技術
は比較的緩やかに進みつつあったが、1989 年 10 月に関西セルラー電話（現 KDDI au）か
ら衝撃的な携帯電話が登場する。それは、米国モトローラ製の MicroTAC と呼ばれる携帯
電話で、重さが約 303g、体積 211cc と小型化に成功しており、ポケットに入るサイズを実
現した。この機種は一時生産が追いつかないほど人気を博し、その結果 1990 年には新規
参入した携帯電話事業者の携帯電話加入数が NTT を上回る事態となった。これに刺激を
受けた NTT、および国内メーカーは奮起し、1991 年 4 月に NTT から mova（ムーバ）と
呼ぶシリーズが誕生する。当時の状況を 【図表 15】携帯電話のサイズと重さの推移  
日本電気モバイルターミナル技術本部の













219g、体積 189cc の機種を投入するが、その直後に日本移動通信（現 KDDI au）が重さ
200g、体積 140cc の携帯電話 T-62 を発表し、携帯電話の小型化・軽量化が急速に進んだ。
この間の状況を図表 15 に示す。  
 さらに、1990 年代後半から 2008 年までの体積と、重さ、そして電池の性能と関係する




【図表 16】携帯電話の体積の推移  
 
（注）金武完ほか「進化し続ける携帯電話技術」p.81 より。  
【図表 17】携帯電話の重さの推移  
 
（注）金武完ほか「進化し続ける携帯電話技術」p.82 より。  
この傾向は今日まで続いているが、これは部品点数の大幅な削減と部品そのものの小型
化によって実現している。例えば、2000 年頃の携帯電話には約 900 点の部品が使われて
８４ 
 
いるが、2008 年には 500 点程度にまで減っている。（金武完ほか ,2009,82）部品そのもの
のサイズは、例えば、抵抗器やコンデンサのサイズは、2000 年頃の主流は 1mm×0.5mm
×0.5mm であったが、2008 年には 0.6mm×0.3mm×0.3mm のものが主流となっている。
（金武完ほか ,2009,83）これはシャープペンシルの先端部分程度のサイズであり、8 年の











































チウムイオン電池は以下のような特徴を持っている。（正本、米田 ,2007:266）  
 










示す。この図から分かるように、1990 年頃の携帯電話用電池であったニッカド電池と最近  
８６ 
 
       【図表 18】代表的 2 次電池の単位エネルギー密度の推移  
年  
（注）経済産業省、新世代自動車の基礎となる次世代電池技術に関する研究会  
「次世代自動車用電池の将来に向けた提言」2006 年より。  
のリチウムイオン電池を比較すると、単位体積当りのエネルギー密度では、1990 年に比べ
2005 年には約４倍に達している。つまり、同じ電力を供給するのであれば、大きさは 4









27 年が経過した 1990 年頃には、同一の技術原理
での改良の限界が見え始めており、ちょうどその
時に、新たな原理のニッケル水素電池とリチウム





一方、携帯電話本体の消費電力は、2005 年では、通話に 50％、i モードのようなデータ
通信に 50％であるとされているが、2010 年には通話に 20％～30％、データ通信に 70％
～80％が消費されると見積られている。ⅰモード以降、音楽、動画などマルチメディア情
報が増加しており、2005 年以降は 2000 年と比較すると、約 2 倍の電力を消費していると





図表 20、図表 21 は 1997 年から 2008 年までの主要な携帯電話の「連続待ち受け時間」と
「連続通話時間」のそれぞれの推移を示したものである。  
【図表 20】携帯電話の連続待ち受け時間の推移  
 
（注）金武完ほか「進化し続ける携帯電話技術」p.83 より。  
【図表 21】携帯電話の連続通話時間の推移  
 
（注）金武完ほか「進化し続ける携帯電話技術」p.83 より。  
８８ 
 
図表 18 からも分るように、リチウムイオン電池は 1991 年に登場して以降、2005 年ま
で急速にエネルギー密度の向上が図られているが、この間の「連続待ち受け時間」と「連
続通話時間」の推移は、電池性能の向上に比例するようには改善されていない。特に、「連
続待ち受け時間」は 2002 年から 2005 年にかけて改善の停滞傾向が見られる。「連続通話




【図表 22】2000 年～2004 年通信事業各社の主な動き  
年  NTT ドコモ  KDDI au ソフトバンクモバイル  
2000   初のカメラ付き携帯電話  
2001 FOMA サービス開始    
2002  着うたサービス開始  QR コード対応携帯電話  ムービー写メールサービス開始  
2003   初の地上アナログ TV 携帯電話  
2004  着うたフルサービス開始   
（注）ソフトバンクモバイルは 2000 年～2002 年は J フォン、2003 年はボーダフォンとしての動き。  























まず携帯電話のハードウェア   【図表 23】携帯電話のハードウェア構成概念図 
構成の概念図を図表 23 に示す。 







概念図を実際の回路部品との対応を踏まえたシステム構成図にしたものを図表 24 に示す。 
【図表 24】携帯電話のシステム構成図  
 
（注１）DSP（Digital Signal Processor）：音声や画像などの処理に特化したマイクロプロセッサ。  
SRAM（Static Random Access Memory）：コンピュータなどのメインメモリに使用される読み  
込み・書き込みが可能な半導体メモリの一種。データ保持のためには電気の供給が必要。  
（注 2）疋田康行「日本経済論Ⅰ多機能化する携帯」を参考に作成。  
９０ 
 




（１）IC の高集積化  
 図表 24 のようなシステム構成を持つ携帯電話の高機能化・省電力化・小型軽量化を図
るための技術的解決策の一つは、回路に使用する IC（集積回路）の集積度を高めることで
ある。これは、既存の IC のサイズそのものを小型化することと、既に述べたように従来









IC のチップサイズの小型化は IC の価格低下にも寄与する。何故なら、IC 製造過程で使
用される 1 枚のシリコンウェーハから、より多くの IC を製造できるので、製造単価が下
がるためである。半導体メモリの記憶容量が増加しているにもかかわらず、価格があまり
高くならない、あるいは低下気味なのはこうした事情が関係している。  










       【図表 25】携帯電話の回路集積化の例  





（注 1）DBB(Digital Base Band エンジン ) 
デジタル信号の処理を行う回路。  
 
（注 2）NEC Web サイト、エレクトロニク
ス資料（2005 年 2 月 10 日発表）より作成。  
 




えることができるようになった。部品点数も従来型で５個、改良型で 3 個となっている。 
この考え方は図表 24 に示したシステム構成全体にも適用され、最近では携帯電話とし
ての機能を実現する回路は、わずか数個の IC と周辺回路から構成できるようになった。
こうした IC の組み合わせはチップセットと呼ばれている。その 1 例を図表 26 に示す。  








る回路の線幅は 1990 年頃に１μ（ミクロン）程度であったものが最近では 50nm（ナノ
メートル） 2 1を下回る段階に達しており、この 20 年間で線幅は 20 分の１以下になった。 











した技術の進化の概略を示したものが図表 27 である。図表ではプリント基板上に IC 等の
部品を配置した状態を断面から見たものを、また A→B→C→D は進化の方向を表している。 
【図表 27】回路部品実装方法の進化の概略  
 
 A の段階では、プリント基板上に IC、コンデンサ、抵抗などを回路パターンに応じて半
田付けして固定している。B になると IC が LSI 化された結果、IC チップからの接続線（リ
ード線）が増加したため、配線幅を狭くするとともに IC のパッケージのリード線も線状




                                                  





































第 4 節 通信システム  
 


























ホームメモリ局と呼ばれるものである。これらの状況を示したものが図表 28 である。  


































区でサービスを開始し、5 年後の 1984 年には全国にサービスを拡大したが、当時は一つ
の無線基地局でカバーする範囲は半径 5～10km とかなり広いエリアを対象Dとしていた。






る。携帯電話各社の資料によれば、NTT ドコモは第 3 世代携帯電話の FOMA エリアが 2008
年に 100%に達したと発表Eしている。  
さらに、2006 年から開始していた FOMA のハイスピードサービス（受信時最大 7.2Mbps
の高速データ通信）の人口カバー率も 2008 年 12 月 26 日に 100%を達成Fしている。また、
KDDI au が 99.9%G、ソフトバンクモバイルが第 3 世代携帯電話で 99.98%と発表Hしてい










































































 ①PDA（Personal Digital Assistant）機能  
②コミュニケーション支援機能  
 ③AV（Audio Visual）機能  
 ④インターネットアクセス機能  
 以上に加え、その他の機能として  
 ・アプリダウンロード機能  





第 3 世代携帯電話では大半の機能が搭載されている。  
 
















 この状況は本章第 1 節の 3 層モデルに即していうならば、携帯電話という範疇の製品が
PDA という別カテゴリーの製品を統合して、新たな段階の携帯電話になっており、技術進
化の点からいえば P→P*のタイプに該当する。  
 
3．非同期型へシフトするコミュニケーション支援機能  




て行うコミュニケーションであるのに対し、SMS や E メールは相手とは時間を同期させ
る必要のない非同期のコミュニケーションという特徴があるため、今日ではこの形式での
コミュニケーションが圧倒的に多く利用されている。  





ユーザーでは、基本料金は別として、30 秒当りで比較すると、通話料金が 21 円（税込み）
であるのに対し、TV 電話は 37.8 円（税込み）と 1.8 倍Jになっている。また、ケータイ白
書 2010Kによれば、「購入時に重視した機能」で、TV 電話機能は選択項目中 15 位の 6％
（前年度 5.8％）、「今後重視したい機能」では 22 位の 7%（前年度 7.3%）となっており、
ユーザーの期待は高くない。これは、ユーザーが同期型よりも非同期型のコミュニケーシ
ョンに軸足を移していることを反映したものであろう。  
 さらに、2010 年から急速に普及が進みつつあるスマートフォンや、KDDI au の最新機
種では Skype というフリーソフトが利用できるようになってきており、機種によっては
TV 電話機能も可能になる。Apple も iPhone4 以降 FaceTime と呼ぶ独自の TV 電話機能
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は 1998 年の着メロである。着信音の拡張として始まったが、その後の 2002 年の着うた、
さらに 2004 年の着うたフルへと進化したことから分るように、着信音としての利用より
も音楽鑑賞の一形態となっている。この間の経緯については、第 6 章で詳細に検討を行う。  
 AV 機能の中でも最もユーザーへのインパクトが大きかったのは、カメラ機能の搭載で







 こうしたこともあり、ケータイ白書 2010 によると、ユーザーが「購入時に重視した機
能」の項目でカメラ機能は第 1 位の 39.8%（前年も 35.4%で 1 位）、「今後重視したい機能」












携帯電話が第 3 世代になり高速パケット通信が可能になった。そして、第 3 世代のファイ
ルフォーマットを利用した動画配信サービス i-motion2 3を 2002 年 10 月より NTT ドコモ
が開始している。そして、 i-motion から派生したサービスとして着うたが 2004 年から始
まっている。また、パケット通信料の定額制を 2003 年にボーダフォン（現ソフトバンク
モバイル）と KDDI au が、2004 年には NTT ドコモが導入し、以後、データ通信の利用
が一層広がった。なお、着うたは KDDI au が 2002 年 12 月から始めたのが業界初である。  
 こうした AV 機能の実用化の面では、いかに少ないデータ量で高品質の画像や音声を伝
送するかが常に課題になってきた。技術的にはビデオコーデック、音声コーデックに関す
る技術革新は不可欠で、例えば、こうした要請に応える技術としてデータの圧縮率や誤り




 NTT ドコモの場合、動画配信サービス i-motion を 2002 年に、そして着うたを 2004 年
にサービスを開始したが、これは元々動画配信用として採用した i-motion を着信音として
設定可能とする技術的対応を行った結果であった。  
 KDDI au の場合には、第 6 章で詳述するが、2001 年 12 月に動画配信サービスの EZ ム
ービーを開始し、その後、EZ ムービーの信号のうち、音声部分のみを利用して着うたサ
ービスを開始している。  
                                                  







2 3 i-motion は FOMA i モードプラットフォーム上で、動画や音声などの表現力の高いマルチメディア  
データを扱うサービスで、FOMA 端末での動画再生機能の名称にもなっている。i-motion ではデー  
タをダウンロードした上で再生できる。  
2 4 携帯電話やアナログ電話回線など、比較的低速の通信環境で利用するための動画圧縮方式の規格。 
高品質のデータ転送を目的にした MPEG2 に対し、同一品質時に 1/10 の転送速度で圧縮可能。  
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 ソフトバンクモバイルは、当時の J フォンが 2000 年 11 月発売の機種でオプションのカ
メラを付加することでテレビ電話として機能する「ビジュアルフォン」という名称のサー
































話 mova501i シリーズの i モード開始当初の機種では、搭載されたブラウザは、Web ペー




















 一般に、携帯電話用のアプリケーション用ソフトは Java と呼ばれる言語で記述される
ことが多いが、こうしたソフトを携帯電話で実行できるようになると、ゲームを追加した
                                                  
2 5 米国のパソコン通信サービス CompuServe で開発された画像形式。JPEG 形式と共にインターネッ  
トで標準的に使われる形式で 256 色までの画像を保存することができる。  























































現状の問題点を明らかにするため総務省が平成 16 年に公表したデータを図表 29 に示す。
図表 29 は平成 16 年 10 月のものであるため、ボーダフォンは現ソフトバックモバイルに、
ツーカーグループは KDDI au にそれぞれ吸収合併されている。この図から分かることは、
平成 16 年（2004 年）時点で、NTT ドコモは使用周波数帯が 800MHz、1.5GHz、2.0GHz
の３つ、KDDI（au グループ）は、800MHz、2.0GHz の２つ、ボーダフォンが 1.5GHz、
2.0GHz の２つ、ツーカーグループが 1.5GHz の 1 つとなっており、市場占有率の大小が
使用周波数帯の広さにも反映されている。これは加入者が多いほど広い帯域が必要という
面はあるが、歴史的な既得権益が明らかに反映されている。例えば、同じ 800MHz 帯でサ
ービスしている NTT ドコモと KDDI（au グループ）とに割り当てられている周波数幅は、
１０７ 
 
NTT ドコモが 29MHz×２（58MHz 幅）、一方の KDDI （au グループ）は 15MHz×２
（30MHz 幅）と、NTT ドコモが約 2 倍近い帯域を利用できるようになっている。  
【図表 29】携帯電話用周波数帯の利用状況  
 
（注）総務省（携帯電話用周波数の利用拡大に関する検討会）Web サイトより。  
 







ると NTT ドコモと KDDI （au グループ）の 2 社の使用する周波数が串刺し状態になって














た。その結果、第 3 世代方式として当時米国のベンチャー企業であった Qualcomm（クア
ルコム）の開発した CDMA 方式の実用化に取り組み、その技術的蓄積を武器に海外市場
へ携帯電話端末を輸出することに成功した。併せて、第 2 世代向けでは欧州で主流の GSM
方式の携帯電話の生産を行い、今日ではサムスンや LG 電子などの韓国企業は、世界市場
トップの Nokia（ノキア）を追う位置にまで成長しグローバル市場で存在感を高めている。  
一方、日本の場合は日本電信電話公社の流れを汲む日本電信電話株式会社（NTT）は、




GSM 方式を採用した場合、新規参入の事業者と NTT との間で、周波数の再配分が必要に
なり、この問題を回避するため、結局 PDC 方式が採用されることとなった。こうした事
情もあり、日本独自の PDC 方式は、その後、海外に広がることはなかった。  
第 3 世代携帯電話では、J フォン（現ソフトバンクモバイル）と 1991 年に発足した NTT
ドコモが W-CDMA 方式を採用した。特に NTT ドコモは、第 2 世代携帯電話では国際的に
孤立したこともあり、第 3 世代の通信方式については、スウェーデンの Ericsson（エリク
ソン）、フィンランドのノキアとともに開発を行ったのが W-CDMA 方式である。  
                                                  
2 7 PDC (Personal Digital Cellular) は、第 2 世代携帯電話の通信方式の一つで、通話ノイズが少ない、  
同一の周波数を複数の端末で利用できる、通話を傍受されにくいなどの特徴がある。  






一方、KDDI au は、米国クアルコムの CDMA2000 方式を採用し、今日に至っている。






に通用しないという事態は、第 3 世代携帯電話についても生じている。NTT ドコモが













用する方向に誘導するとともに、自国からは海外向けに W-CDMA 方式、CDMA2000 方式
の両方に技術力を持つメーカーを育成しようという意図が感じられる。  
米国の場合は、全国を比較的小さなエリアに分けて事業免許を付与しているため、第 3
世代の方式では W-CDMA と CDMA2000 に集約されているものの利用エリアはモザイク
状になりかねない傾向がある。  
このように、通信方式を梃子に通信事業会社の再編を国の意志として進めた中国に典型
                                                  



















第 4 世代通信方式と第 3 世代通信方式の両方の側面を備えているためである。つまり、使
用周波数では第 3 世代の分類に、技術的には第 4 世代の先取りをしているのである。  
日本では通信事業各社が LTE 方式の採用を決めており、NTT ドコモは 2010 年秋からサ
ービスを開始、KDDI au は 2011 年から、ソフトバンクモバイルは 2013 年から、この方
式に対応した携帯電話サービスを提供するとしている。  
第 3.9 世代通信方式には、モバイル WiMAX3 1と呼ばれる方式も提案されている。この
方式によるサービスは、既に KDDI 系列の UQ コミュニケーションズが 2009 年 2 月から




                                                  
3 0 LTE(Long Term Evolution)とは、携帯電話の高速なデータ通信仕様の一つで、第 3 世代携帯電話  
方式 W-CDMA の高速データ通信規格 HSDPA をさらに進化させたもの。下り 100Mbps 以上 /上り  
50Mbps 以上の高速通信の実現を目指している。現在、W-CDMA 方式の標準化団体 3GPP で標準  
化に取り組んでいる。  
3 1 モバイル WiMAX（モバイル  ワイマックス、Mobile Worldwide Interoperability for Microwave  
Access）とは、移動体通信向けの無線ネットワーク・システムの規格の 1 つで、第 3.9 世代通信方
式に含まれる。規格上はセルの半径は 1km~3km とされている。  
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いと知覚されている。」ものを指す。（ロジャーズ ,2007:20）  
そして、携帯電話の普及率が実質 100%になった現在においても、次々と新たな技術進
化が生じている。通信方式に関しては既に 2010 年から、従来以上の高速データ通信が可













                                                  
3 2 2005 年に設立された米国ネットベンチャーYouTube 社が運営する動画コンテンツ共有サイトで、  
  会員登録することにより動画をアップロードできる。ただし、閲覧は会員でなくても可能。登録コ













ナログ方式の第 1 世代は別として、デジタル方式になった第 2 世代以降、第 3 世代、それ

































論は、第 7 章で詳しく行う。  
 
                                                  
[章末注 ] 
A NEC モバイリング DoPlaza 携帯電話の歴史 Web サイトより。  
B Tech 総研 Web サイト記事「誰もが電話を“携帯する”までの歴史」より。  
C 社団法人  電池工業会 Web サイトより。  
D NTT DIGITAL MUSEUM Web サイトの資料より。  
E NTT ドコモ Web サイト（ドコモ通信  Vol.38 2008 年 9 月秋号）より。  
F NTT ドコモ Web サイト（2009 年 1 月 6 日報道発表資料）より。  
G KDDI 携帯電話 Web サイトの資料より。  
H ソフトバンクモバイル Web サイト（広報データ 2010 年 4 月版）より。  
I ウィルコム Web サイトの資料より。  
J NTT ドコモの Web サイトの資料より。  
K 「ケータイ白書 2010」2009 年 12 月発行より。  


















題となる「ガラパゴス化3 3」についても考察する。  
 
第 1 節 通信方式と経路依存  
 




の家庭用 VTR を発売、翌年の 1976 年には日本ビクターが VHS 方式の家庭用 VTR を発売




な販売網を通じて VTR 販売が推進されるようになった。その結果、VHS 方式を採用する
                                                  
















 その後、1988 年にはソニーも VHS 方式の VTR を併売するようになったが、最終的に
2002 年末にベータ方式の VTR の生産を打ち切っている。家庭用 VTR の方式については、
当初 VHS、ベータマックス以外にも、複数の方式があったが家庭用としてのニーズに十分



















技術開発は NTT が行っていたが、1991 年に電波システム開発センター（RCR、現電波産
業会）により標準規格  として認められたのが、PDC 方式と呼ばれるデジタル通信方式で
あった。1993 年に NTT ドコモが発足するが、NTT ドコモはこの PDC 方式を採用し、第
2 世代携帯電話サービスを開始した。当時海外では、欧州を中心に GSM 方式の携帯電話
が普及していたが、電波の利用効率を改善したデジタル方式の国際規格の具体化が進まず、
日本においては独自にデジタル通信方式を決めざるをえなくなったという事情がある。こ




 一方、国内では PDC 方式が第 2 世代携帯電話の通信方式となり、NTT ドコモの他、当
時のデジタルホン（現ソフトバンクモバイル）、関西セルラーや IDO（いずれも現 KDDI au）
も PDC 方式を採用した。その結果、国内携帯電話メーカーは PDC 方式の携帯電話市場で
のビジネスに注力することになり、海外進出面で決定的に出遅れることになる。しかし、












 この第 2 世代携帯電話での経験を踏まえ、第 3 世代携帯電話の通信方式では、日本も国
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カラオケは 1970 年代に入り、急速に社会に広がっていくが、楽曲の提供は当初は 8 トラ





例えば、1995 年の通信カラオケ装置の出荷台数 10 万 4 千台は、全カラオケ装置出荷台
数の約 8 割Aを占めている。しかし、1990 年代後半になると景気の低迷と業界での競争の
結果、カラオケは下火になり始める。図表 30 からも分かるように、カラオケの利用者数
は 1995 年をピークに減少し始め、2000 年に若干盛り返しているが、ピーク時に比べても
750 万人も少ない。  
 こうした背景の中で、通信カラオケのノウハウを携帯電話に応用しようということで始




【図表 30】1990 年代頃のカラオケ利用者数の推移  
 
（注）経済産業省商務情報政策局文化情報関連産業課（メディアコンテンツ課）Web サイト資料より作成。  
 
話に音源を搭載すれば容易に実現する状況にあった。図表 2 からも分かるように、1995
年から 2000 年にかけて携帯電話普及率が 10％から 50%超へと急増する時期にあった。従
って、楽曲データによるビジネスの展開という意味では、急増する携帯電話分野は有望な
市場であった。こうした中、1997 年 6 月にアステル東京が「着信メロディ呼び出しサー











2002 年になると着うたサービスが始まる。これは、携帯電話向けに 15 秒～90 秒程度の
楽曲のダウンロードサービスで、「着うた」という名称は SME（ソニー・ミュージックエ







































が始まりといわれている（塚本 ,2004:71）。  
しかし、こうした話題が出てくる背景には、音楽業界においてレコード、CD 等の音楽
ソフトの生産金額が長期低落傾向を示していたという事情がある。（図表 31 参照）  
当時、NTT ドコモが第 3 世代の携帯電話サービスに向けて、5 月から FOMA のテスト
運用を開始しており、KDDI au も翌年の 2002 年から第 3 世代携帯電話サービス CDMA 1X
を始めようとしていた時期であった。着うたは着メロに比べると通信データ量が約 10 倍
【図表 31】音楽ソフトの生産金額の推移  
 
（注）社団法人  日本レコード協会 Web サイト資料より作成。  
程度と多く、より高速の通信環境が不可欠であった。技術面から見れば、着うたを実用化
する環境が整いつつあった。しかし、携帯電話事業者としての KDDI au には、より切迫
した事情があった。KDDI au は NTT ドコモの i モードに遅れること 2 ヶ月で同様のサー
ビスを開始したが、通信方式が回線交換方式のため、データのやり取りがない場合でも接
続している時間分の料金が発生し、ユーザーも伸び悩んでいた。2001 年 1 月になり NTT
ドコモと同じパケット交換方式になるとともに、通信速度は NTT ドコモの i モードが

























































KDDI au は、他社よりも速い通信速度を活かすため、2001 年 12 月から 30 秒程度の動
画を配信する EZ ムービーというサービスを始めていた。音楽配信事業を行っていた SME
の技術者は、EZ ムービーの信号のうち、音声部分のみを利用して「着うた」として利用
































































タ量は、着うたが 200k バイト程度であったのが、着うたフルでは 5M バイト近くになる
ことがある。その上、価格も着うたが 80 円～120 円程度であるのに対し、着うたフルは  
【図表 32】音楽ソフト生産金額と音楽配信の売り上げ推移  
 
（注）社団法人  日本レコード協会 Web サイトに示されたデータをもとに作成。  
210 円～420 円程度になるため、利用環境がそのままでは普及するかどうかは疑問であっ
たが、2004 年 11 月から KDDI au が、2005 年 8 月からボーダフォン（現ソフトバンクモ
バイル）が、2006 年 6 月からは NTT ドコモが、それぞれサービスを開始している。  
KDDI au は、このサービスの開始に先立ち、2003 年 11 月に第 3.5 世代携帯電話サービ






























【図表 33】着メロ・着うた・着うたフルの売り上げ推移  
 
（注）モバイル・コンテンツ・フォーラム Web サイトに示されたデータより作成。  
 














































































のは J フォン（現ソフトバンクモバイル）が 2000 年 11 月に発売したシャープ製 J-SH04










 1999 年当時の携帯電話の状況は、KDDI au は既に cdmaOne という第 2.5 世代の通信サ
ービスで 64kbps のデータ通信を可能にしていた。また、NTT ドコモは 2001 年から第 3
世代の通信サービス FOMA を予告し、384kbps のデータ通信を実現するとしていた。こ
れに対し、J フォンは 9.6kbps のデータ通信しか提供できていなかった。その上、2002 年
























る雰囲気もあり、当初は東日本でのみのキャンペーンとなった。結果は、3 ヵ月で 100 万
台を出荷するという好スタートを切り、2001 年 10 月からは全国展開を行った。そして、
2002 年 12 月には 600 万人を超えるユーザーを得ることになる。この状況を前に、NTT










それが携帯の強みだ」（福富 ,2003:136）ということになる。  
 なお、この J-SH04 の内蔵カメラの有効画素数は 11 万画素であった。デジタルカメラの
分野では、1994 年 11 月にカシオ計算機から発売され、当時非常に話題になった QV-10 と
いうデジタルカメラは有効画素数 25 万画素で、画像表示に液晶パネルを初めて採用した
機種でもあった。J-SH04 は、QV-10 の発売から 6 年後であるにもかかわらず、画素数は
半分以下という状況であった。しかし、この性能でも、写真を撮影し思いを伝えるという
ユーザーの期待には十分であったといえる。  
J-フォンに遅れること約 1 年、2001 年 10 月に NTT ドコモから初めて発売されたカメ
ラ付き携帯電話では、画素数は 10 万と J フォンの機種より劣っている。KDDI au が 2002





よう。シャープは 1999 年 12 月にカラー液晶表示の携帯電話 J-SH02 を業界に先駆けて送















層進むことになる。例えば、後継機である J-SH06（2001 年 4 月）では、6 万色表示の液
晶画面とローソクの火でも写せる高感度カメラを採用、J-SH51（2002 年 3 月）では、ム
ービー写メールが実現、J-SH09（2002 年 8 月）では、フラッシュと 31 万画素カメラを
搭載、J-SH52（2002 年 10 月）では、SD メモリカード対応となり、さらに J-SH53（2003
















【図表 34】デジタルカメラ出荷台数の推移 【図表 35】デジタルカメラ出荷金額の推移  
  








【図表 37】デジタルカメラ種類別出荷台数  
（輸出）  






【図表 39】デジタルカメラ種類別出荷金額  
（輸出）  
（注）図表 38,39 は、一般社団法人カメラ映像機器工業会 Web サイト、統計ページの資料より作成。  
 




点で、米国調査会社 In-Stat が発表した資料Cによれば、「（全世界での）2007 年までの出
荷台数の年平均増加率は、スマートフォンが 94.5％、カメラ付き携帯電話が 53.2％」と予
測している。1 年後の 2004 年には、同社のアナリストは「このデバイスは 4 年足らずで
主流となった。今となっては、カメラの付いていない携帯電話を探す方が難しい。」Dと語
っている。また、日本でカメラ付き携帯電話のきっかけを担ったシャープは、2009 年 12
月 3 日に「カメラ付き携帯電話の出荷台数が、販売開始の平成 12 年（2000 年）11 月から








 しかし、図表 34～図表 39 を見る限り、普及率の上昇や景気の悪化を反映した 2009 年
を除き、デジタルカメラはこの 10 年間出荷台数、出荷金額とも増加し続けてきた。この
間、図表 2 に示したように、携帯電話の加入者も一貫して増加してきており、それに伴い
携帯電話の出荷台数は図表 40 に示すように、この 10 年間で 3,000 万台強から 5,000 万台
弱の間を維持している。ただし、この図表 40 において 2008 年度は、前年度に比べ大幅に
減少しているが、これは電子情報技術産業協会の分析Eによれば、前年にワンセグ対応製
品が相次いで登場し台数が伸びたことの反動と、2008 年 10 月の米国金融危機に端を発し
た急激な景気後退の影響を強く受けた結果としている。  
【図表 40】携帯電話国内出荷台数の推移（単位：万台）  
年  度   2 0 0 1  2 0 0 2  2 0 0 3 2 0 0 4 2 0 0 5 2 0 0 6 2 0 0 7 2 0 0 8  2 0 0 9  2 0 1 0
国 内 出 荷 台 数  4 , 2 8 1  4 , 3 0 7  4 , 9 8 4 4 , 4 0 9 4 , 6 9 2 4 , 7 1 2 4 , 9 5 5 3 , 4 5 4  3 , 0 5 9  3 , 0 8 5




























































時北海道大学）の木佐茂男教授が日本の司法制度の遅れを指摘するために 98 年 12 月の講
演で使った『ガラパゴス現象』を紹介する中で日本の政治・社会体制が進化を遂げない様
を表すため用い」ており、携帯電話分野でのガラパゴス化という言葉は、北俊一が野村総









によって指摘されているのは、図表 41 からも分かるように、日本製携帯電話が 2000 年頃
から世界市場でのシェアを落とし続け、現在では殆ど存在感がないことである。  
一方、韓国のサムスンや LG 電子はその後もシェアを伸ばし、2008 年時点ではトップが
ノキア（38.6%）で以下、サムスン（16.3%）、モトローラ（8.7%）、LG（8.4%）、そして
ソニー・エリクソン（7.6%）という順になっている。この時点で日本の企業 8 社合計で約














バルマーケットで発揮できないのかという「苛立ち」がある。確かに、1990 年代までは  
日本のメーカーでもトップ５に入る企業が複数あったが、2000 年以降、エリクソンとの合
弁事業に移行したソニーを除き、5 位以内に入っていない。  
 大崎はこうした状況について、以下のことを指摘している。（大崎孝徳 ,2008：17-20）  
  ① 第 2 世代携帯電話の通信方式に日本独自の PDC 方式を採用した。  
  ② NTT 法3 4による海外進出の規制の結果、PDC 方式の海外普及に消極的であった。  
  ③ 日本では通信事業者とメーカーが強く結びつき、メーカーが国内偏重となった。  
①に関しては、第 2 世代の通信方式が、欧州を中心にした GSM、米国の CDMA である
のに対し、日本では独自の PDC 方式を採用した結果、1996 年時点での各方式の採用国お






                                                  























に消極的であった訳ではない。図表 41 からも分かるように、1990 年代初頭までは世界市
場で大きなシェアを占めていた。このような事実を踏まえると、なぜ 1990 年代半ば以降
急速に存在感を失ったかについては別の解釈が必要になる。  
 図表 42 に、2001 年度から 10 年間の携帯電話出荷台数とメーカーの変遷を示す。この





近の 2010 年度で企業数は名目上 10 社となっているが、実質はシャープ、パナソニック  
１３６ 
 




す。NEC フロンティアは日本電気の、日立国際電気は日立の、それぞれ子会社である。  




6 グループに再編されつつあることが読み取れる。  

















































例えば、2004 年にモトローラが発売した  RAZR（レーザー）と呼ばれる機種は、当時
としては超薄型でデジタルカメラ内蔵、動画再生機能、MP3 ファイルの着信音への利用、
Bluetooth 機能（無線通信機能）搭載の GSM 方式対応機種で、爆発的人気を得るととも
に、米国家電協会による賞も受賞している。アップルの iTunes も RAZR で利用可能にな
っており、当時のユーザーの期待にほぼ応えた機種になっており、2008 年 7 月にアップ
ルが iPhone ３G を発売するまで 3 年余にわたり、販売台数トップを占め、後継機種も含




















































について、関連企業と連携しながら作り上げたのが i モードである。中核となった NTT ド
コモがいかに努力したかは、1999 年 2 月に i モードサービスを開始したとき、用意されて
いたメニューが、図表 7 に示したように 23 分野 67 社という充実ぶりに表れている。そし









                                                  
[章末注 ] 
A 全国カラオケ事業者協会 Web サイトより。  
B NIKKEI NET IT+PLUS 記事「｢ドコモにできないことを｣KDDI 高橋氏に聞く｢au らしさ｣。  
C 日経 BP 社 ITPRO Web サイトの記事より。  
D cnet Japan Web サイトの記事より。  




第 7 章 技術的慣性から「社会的慣性」へ 
 







































































































しかし、携帯電話普及率が 50％を超えた 2000 年以降、徐々に状況は変わり始めたとい
える。2001 年には NTT ドコモが FOMA という名称で第 3 世代携帯電話サービスを開始
し、ライバル各社も殆ど遅れることなく第 3 世代への対応を行った。その結果、第 3 世代
携帯電話では、データ通信の際の通信速度は大きく向上した。さらに、2010 年度からサー
ビスが始まった第 3.9 世代の通信方式では、データ通信は飛躍的に速くなる。この状況を
示したのが図表 43 である。  
【図表 43】データ転送速度の推移（NTT ドコモの場合）  
 
（注）NTT ドコモ ドコモレポート No.40、 NTT ドコモ Web サイト、および以下の白書
の資料編データを参考に作成。「ケータイ白書 2005」「ケータイ白書 2006」「ケータイ






























                                                  
3 5 携帯電話のカメラ機能を利用して現実世界の映像に、エアタグと呼ぶ付加情報を重ね合わせて表示  














可能になっている。1995 年 1 月の阪神淡路大震災の際には、携帯電話普及率は約 10％で、















                                                  




































































 また、図において、太枠で囲まれた分野は平成 17 年から平成 19 年までの 3 ヵ年の平均
成長率が 10%を超える項目で、それらの中で「移動データ通信」は 3.18 兆円で、「システ
ムメンテナンス」の 5.09 兆円に次いで大きな金額となっている。  
【図表 44】情報通信産業のレイヤー別市場規模（平成 19 年）  
（注）太枠で囲まれた分野は平成 17 年から平成 19 年までの 3 ヵ年の平均成長率が 10%を超える項目  
総務省「ICT の進展が社会経済に及ぼす効果の計量分析報告書」（2009 年）より。  
 
この状況をレイヤー別に  【図表 45】情報通信産業のレイヤー別市場規模の推移  
示したものが図表 45 であ







向が続くと考えられる。       




次に、ネット接続可能な機器の世帯普及率を図表 46 に示す。  
これを見ると携帯電話・PHS    【図表 46】情報通信機器の世帯普及率の推移  









年間の推移を表している。これ  （注）総務省「平成 20 年通信利用動向調査」より作成。  












機・TV 等から」が 627 万人、
「モバイル端末、ゲーム機・  （注）総務省「平成 20 年通信利用動向調査」より作成。  
TV 等から」が 6 万人、「モバイル端末からのみ」が 885 万人、これらを合計すると、モバ




8,255 万人で 259 万人の増加で約 3.1%の伸びである。この傾向が今後も続くとすれば 2~
３年後には、モバイル端末を使ってインターネットにアクセスする利用者が、パソコンか
らの利用者を追い越すと予想される。  
























る。また図表 49 では、固定通信の占める割合が平成 19 年以降漸増しているが、売上金額
１５２ 
 






【図表 49】主要電気通信事業者の固定通信と  【図表 50】売上高における役務別  
移動通信の売上比率             比率の推移  
  
（注）図表 49、図表 50 は、いずれも総務省 情報通信白書平成 22 年版本編 , p.182 より作成。  
さらに、図表 50 からは売上高に占めるデータ伝送の割合が急速に増加しており、特に




環境に置かれていることが分かる。しかも、平成 14 年度と平成 21 年度を比較すると、平
成 21 年度の音声 ARPU は平成 14 年度に比べと比べると、6,245 円から 2,803 円へと約
55%も減少している。  
これに対し、データ ARPU は同期間で 1,607 円から 2,309 円へと 44%も伸びている。た








【図表 51】携帯電話 1 契約当りの売上高に  【図表 52】第 3 世代携帯電話  
おける役務別比率の推移           加入契約数の推移  
  
（注 1）ARPU は Average Revenue Per User の略で、一人当たりの月間売上高を指す。  
（注 2）図表 51 は、総務省 情報通信白書平成 21 年版本編 ,p.143,情報通信白書平成 22 年版本編 ,p.182 
より作成。図表 52 は、総務省 情報通信白書平成 22 年版本編 ,p.185 より作成。  
図表 52 に第 3 世代携帯電話の加入契約者数の推移を示す。この図では、２つの通信方
式 W-CDMA と CDMA2000 に分けて示されているが、前者の方式は、NTT ドコモ、ソフ
トバンクモバイルが、後者は KDDI au が、それぞれ採用している方式である。平成 14 年
（2002 年）には、これら 3 社全てから第 3 世代携帯電話が提供されるようになったが、
高速のデータ通信が可能な第 3 世代携帯電話への人気は高く、図にも表れているように急
速な伸びとなっている。  
また、2009 年度から 2012 年度にかけて、NTT ドコモ、KDDI au、ソフトバンクモバ
イルの 3 社が行っていた第 2 世代携帯電話サービスも終了しつつある。この結果、2013
年度からは全ての携帯電話が第 3 世代に、あるいは 2010 年末から NTT ドコモが他社に先













携帯電話の今後に向けて、総務省が 2008 年 11 月に開いた「3.9 世代移動通信システム
及び 2GHz ギガヘルツ帯 TDD 移動通信システムの導入に係る公開ヒアリング」Aで、ソフ
トバンクモバイルの取締役専務執行役員兼 CTO の宮川潤一氏は「2 年前のボーダフォン買
収時、月間 1,000 万パケットは 1 人か 2 人というレベルだったが、先月の時点では 1 億パ















とりわけ携帯電話を含むモバイルビジ （注）総務省 ｢モバイルコンテンツの産業構造実態に  








図表 53 を見ると 6 年間でモバ
イルコマースは、モバイルコンテ
ンツの売上を追い抜き、2009 年度
は 2004 年度の実に 3.7 倍に増加  
している。また、モバイルコマー
スとモバイルコンテンツを併せた
モバイル市場全体の規模は 1 兆  







54 のように分類している。  






イルゲーム」の３つの合計は、   （注）総務省 ｢モバイルコンテンツの産業構造実態に  
2004 年では全体の 68.4％を占め、    関する調査結果｣同報告書 p.7 より  
2009 年においても 45.0%を占めており、依然として根強い人気があることが分かる。  
【図表 54】モバイルビジネスの分類  
モバイルコンテンツ  



































【図表 55】モバイルコンテンツ市場規模の推移  
 

























































例えば、テレビにおいては、既に地上デジタル放送が始まり、2011 年 7 月 25 日（岩手、














































































































こうした動きの例として KDDI au を取り上げ、主な事象を整理したのが図表 56 である。 
 
【図表 56】KDDI au の歩み  
年  主 な 事 柄  









1987 ・日本移動通信株式会社（IDO）設立。携帯電話事業を行う。  
・関西セルラー電話株式会社設立。以後、1991 年の沖縄セルラー電話株式会社  
設立までの期間、各地域会社 6 社を設立。なお、沖縄セルラー電話株式会社は
KDDI au グループではあるが、現在でも単独会社として存続。  
1992 ・DDI の全国サービスネットワークが完成。  
・IDO とセルラーグループ間で、第 1 世代通信方式での全国ローミングと相互  
接続を開始。  
1998 ・KDD と TWJ が合併。KDD 株式会社発足。  
1999 ・IDO とセルラーグループ、第 2 世代通信方式 cdmaOne による全国シームレス
ネットワーク完成。  
2000 ・DDI、KDD、IDO の 3 社が合併し、株式会社ディーディーアイ（KDDI）発足。
・セルラーグループ 7 社が合併し、株式会社エーユー発足。  
2001 ・KDDI に社名変更。  
・株式会社エーユーを合併。  









こうした歩みで注目されるのは、1992 年の IDO とセルラーグループ間で、第 1 世代通
信方式での全国ローミングと相互接続を開始したこと、同じ年に DDI の全国サービスネッ
トワークが完成したこと、そして 1999 年に IDO とセルラーグループ間で第 2 世代通信方








DDI も会社設立から 8 年目でようやく全国規模でのネットワーク構築を完成させたことに

















定かでない。しかし、1997 年 11 月発行の関西セルラー電話株式会社のチラシには、通話
料金値下げに関して、次のような記述が見られるC。すなわち、  
’97 年 12 月 1 日より、  
◎セルラーホンから一般電話にかけた場合、100 円／3 分  
◎一般電話からセルラーホンへかけた場合、200 円／3 分  
 ’98 年 1 月 1 日より、  
◎セルラーホンからセルラーホンへかけた場合、110 円／3 分  
◎セルラーホンから他社携帯電話へかけた場合、120 円／3 分  
 
これを見ると明らかに自社携帯電話間の通話よりも一般電話（固定電話）にかける方が
通話料金は安くなっている。1997 年の PHS を含む携帯電話普及率は 30%であり、本格的
な普及はこれからという段階であった。1997 年末で携帯電話 (PHS 含む )と NTT 固定電話
































（TCA 編）」を元に作成。  
なお、図表 57 において、固定電話に含まれる加入電話、公衆電話、IP 電話3 7、ISDN3 8
それぞれの通信回数は、加入電話に比べ圧倒的に少なく、実質は加入電話の動向がその結
果に反映されている。着信の場合の無線呼出し（ポケベル）は、2008 年度の加入件数は、
携帯電話が 10,749 万件、加入電話が 4,139 万件に対し、16 万件と全体に占める割合は非
常に小さい。図表 58 に無線呼び出しを除く電話の種別ごとの加入件数の推移を示す。  










                                                  
3 7 IP 電話とは、インターネットで使われている通信プロトコル IP を利用する電話サービスを指す。  
音声はデジタル化されパケットと呼ばれる単位に分割してやりとりされる。  




さらに、推移の特徴を把握するため、図表 57 の通信回数、図表 58 の加入件数のそれぞ
れについて、2004 年度を１として、その後の推移を示したものが図表 59 である。  











が分かる。図表 58 に示されたように IP 電話が増加しつつあるものの、加入電話が同程度
減少しているため、図表 59 では、固定電話加入件数は 5 年間ほぼ横ばいになっている。
ユーザーの通話行動が 5 年間で大きく変化しないのであれば、通信回数も横ばいで推移す







年度から 2008 年度にかけて携帯電話（PHS 含む）の普及率が 70%強から 90%弱まで達し
たことを踏まえると、ユーザーは移動電話（実質は殆どが携帯電話）から固定電話への通
信には利用しなくなってきていると理解できる。また、固定電話から移動電話への通信も、













ることが互換性を実現する基礎となる。第 3 世代携帯電話では W-CDMA 方式を NTT ドコ
モとソフトバンクモバイルが採用し、KDDI au は CDMA2000 方式を採用した。従って、
NTT ドコモとソフトバンクモバイルでは互換性を持つことになるが、携帯電話端末に内蔵
































































































性と習熟の２つの要因から分類を行っている。それが図表 60 である。（岡本 ,2002:101）  
















































ーが使っている機種の利用歴は、2 年未満と 2 年以上に区分してみると、2009 年では 67.2%
が 2 年未満、32.8%が 2 年以上、2010 年では 52.0%が 2 年未満、48.0%が 2 年以上3 9とな


























                                                  

















【図表 61】年代ごとの携帯電話普及率の推移  
 
（注）1995 年、2000 年は東京大学社会情報研究所編「日本人の情報行動 2000」より。ただし、  
1995 年は 60 代のデータはない。  2001 年は、モバイル・コミュニケーション研究会「携帯電  
話利用の深化とその影響」より。2005 年と 2006 年は、ＮＴＴドコモ･モバイル社会研究所「モ  








し、普及率が 50％を超えた 2000 年になると、年代による違いが明確になっている。さら
に、その 1 年後の 2001 年には、普及率は 60%弱と 1 年間に数％上昇したに過ぎないが、
30 代、40 代で大きく普及している。そして、2005 年には普及率は約 75％に、2006 年に
は 80％に達するが、ここで注目されるのは、2001 年からわずか 4 年後には 50 代で 85％、
60 代で 70％と急上昇している。普及率が 70％を超えた 2001 年の 40 代のユーザーが年齢
的に 50 代、60 代に達するには 10～20 年を要することを考慮すれば、当該世代が歳を重
ねることで、中高年世代の普及率が上昇したのではなく、それぞれの世代で新規のユーザ







































































 それでは、なぜ約 20 年という短期間に、このような状況になりえたのだろうか。周辺
の事情として、パソコンやネットワーク環境の普及があるが、より早くから登場していた
パソコンの普及の度合いは図表 5 から明らかに携帯電話よりも緩やかである。この違いは、

























































を発揮するに至ったのだろうか。その状況を表しているのが、図表 62 である。  




































が図表 63 である。 





















ザーの関心を集め、図表 8 からも分るように、サービス開始後 2 年で NTT ドコモのユー







































































いに対し、10 分以内であれば 6 割の人が取りに帰るとし、10 分超も含めると 7 割の人が
「取りに帰る」としている。逆に、時間に関係なく取りに帰らないのは 3 割未満となる。













                                                  
4 0 セガが開設している携帯電話専用サイト「ヒトカラ」を利用し、2008 年 11 月 6 日から 21 日にか  
けて調査を実施。サンプル数は 29,501 名。  
4 1 注 40 に示した同じ Web サイトで、2009 年 9 月から 10 日にかけて調査を実施。サンプル数は  

















                                                  
[章末注 ] 
A インプレス（ケータイ Watch）Web サイトより。  
B 総務省 情報通信白書平成 22 年版本編 ,p.112 
C 関西セルラー電話株式会社発行のチラシ「セルラーからおトクなニュース！」1997 年  
11 月発行より。  
D 総務省 情報通信統計データベースより。  
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またアップルは、2001 年に携帯音楽プレーヤー iPod と管理用ソフトである iTunes を提
供し、その iTunes からアクセスできるオンラインストア iTunes Store を開設し現在に至
っている。さらに iPhone 発売以後、 iTunes Store 内に iPhone 用アプリケーションソフ
トをオンライン販売する App Store を 2008 年 7 月に開いた。以来、このサイトからダウ
ンロードされたアプリケーションの延べ本数が 30 億本を突破したと、2010 年 1 月 5 日に
アップルは発表Aしている。こうした動きに呼応し、携帯電話会社だけでなく、検索サー
ビス大手の Google やパソコンソフト大手の Microsoft なども携帯電話向け OS を開発し、
携帯電話会社へ提供を始めるとともに、iTunes と類似の携帯電話向けオンラインサービス
も併せて開設しつつある。  
 日本におけるスマートフォンの普及率は、2008 年が 2.6%、2009 年に 4.0%となってい
るB。また、最も新しい調査Cでは普及率が 23.6％となっており、前年同時期よりも 16.0%
上昇し、その中で女性ユーザーは 38.9%を占め、前年より 10.0%増加している。所有率が
最も高い年代は男性が「20~29 歳」の 48.3%、女性も「20~29 歳」で 54.2%となっており、
この値は男女別、年代別を通じて最も高い。  
また、携帯電話の出荷台数に占めるスマートフォンの割合を直近 2 年間について四半期
毎の推移をみると、図表 64 のようになる。  
１８７ 
 
【図表 64】携 帯 電 話 出 荷 台 数 に 占 め る ス マ ー ト フ ォ ン の 割 合  
 
（注）一般社団法人 電子情報技術産業協会の統計資料を元に作成。  
この図表から分かるように、日本ではわずか 2 年という短期間にスマートフォンが急速
に普及していることが分る。最近発表された資料Dによれば、2010 年７～９月期の世界携
帯電話大手主要 5 社（ノキア、サムスン電子、LG 電子、アップル、RIM）の携帯電話販
売台数に占めるスマートフォンの割合は 30％に達しており、前年同期の 17％から大きく
増加し、従来の携帯電話からスマートフォンへの移行が世界規模で進みつつある。  

























































根強いが、2010 年からサービスが始まった第 3.9 世代通信方式では光ファイバー並みの高
速データ通信が可能になる。  
これまで述べたことも含め、現状でのスマートフォンの普及要因を図表 65 に示す。  

























       ⇒より高度のサービスの実現 
・無線 LAN 環境の普及 






































































































                                                  
[章末注 ] 
A ASCII Web サイトより。  
B 「ケータイ白書 2010」p.133 より。  
C 株式会社ディーツーコミュニケーションズが 2012 年 2 月 10 日～2 月 20 日に全国の住民基
本台帳の人口構成比に基づき、15 歳～69 歳について目標サンプルとなるように無作為抽出
し、郵送調査を実施。発送 5217 に対し 3000 サンプルの結果を集計分析したもの。  





第 9 章 まとめと課題 
  








 第 1 章では、本研究に対する問題意識と、本論文の構成について概略を述べた。携帯電
話に対する捉え方の出発点は、携帯電話は本質的にユーザー側の受容態度が敏感に、その
メディアの進化・発展に影響するという点にあるということについて触れた。  
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